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１．適正管理の事例 （１） 空き家所有者への啓発
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「空き家便利帳」の作成（京都市）

・空き家を放置した場合のリスク，空き家管理の基本，
空き家の活用方法と市の取組，空き家化の予防策を
まとめた「空き家の便利帳」を作成・公表
・空き家の所有者等だけでなく，全ての人に役立つよう
な情報を掲載

空き家化の予防策の内容

①現在の登記を確認し，登記されていない場合，
将来のトラブルを防ぐために登記を済ませておくこと
②遺言書を書いておくこと
③弁護士，司法書士など専門家に相談すること

※その他の事例として，固定資産税の課税通知書に，適正管理の必要性を啓発する文章や空き家バンク登録を呼びかける文章を同封している
事例や，セミナーの開催等がある。江田島市でも，固定資産税の課税通知書の活用や「空き家問題」対策講演会を平成27年に実施

「おしかけ講座」の実施（京都市）

・地域住民の集まりに司法書士，市職員を派遣し，空き家
化の予防を呼びかける「おしかけ講座」を実施

●おしかけ講座のテーマ例
・空き家ってなぜ増えているの？
・地域に迷惑をかけない相続対策とは？
・相続登記しないとどんな問題が起こるの？ 等
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啓発の内容の例：空き家化の予防

・空き家化の予防のポイントとして，「建物を誰にどう引き継ぐかをきちんと決めておくこと」の重要性及び，そ
のために具体的に何をすればよいかを啓発
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啓発の内容の例：所有者の工作物責任

・空き家の所有者等に適正管理の自覚を促すという意味では，所有者の工作物責任（民法717条）の啓
発も必要であるため，空き家の発生による損害額の試算結果（（公財）日本住宅総合センター）を
市民の啓発に活用

※日本住宅総合センターでは，上記のほか，空き家の火災による隣接家屋の全焼・死亡事故，空き家の
倒壊による隣接家屋の全壊・死亡事故が発生した場合の損害額を試算
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啓発の内容の例：定期的な点検

・空き家管理の基本として，近所への声掛けや緊急連絡先の伝達，火災保険の加入などの啓発に加え
て，所有者等による定期的な点検を支援するため，点検のポイントを示したチェックシートを作成
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（公社）シルバー人材センターとの連携

・シルバー人材センターと自治体が協定を締結し，空き家の管理業務を実施（平成28年９月末現在で
471団体 ※実施予定を含む）
・国においても「地域就業機会創出・拡大事業」を実施し，シルバー人材センターが自治体と連携して実
施する空き家管理業務に要する費用の一部を補助（補助率２分の１）
・自治体は，シルバー人材センターによる管理業務をホームページなどで周知し，空き家の所有者から相
談を受ければシルバー人材センターを紹介
・空き家の所有者に対して，自治体が具体的な助言もできるようになるといったメリットもある。

●シルバー人材センターが行う業務
・空き家の現状確認
・空き家の除草，植木の剪定
・その他シルバー人材センターが実施している
一般作業

●自治体が行う業務
・空き家の所有者等から管理業務の相談を
受けた場合にシルバー人材センターを紹介
・ホームページ，チラシ等により，シルバー人
材センターの業務をＰＲ



地域コミュニティとの連携（奈良県宇陀市）

・自治会など地縁組織のあり方を見直し，地域と市の
適切な役割分担により，小規模多機能自治をめざ
した取組を推進するため，広域の自治組織（まちづ
くり協議会）を創設

・まちづくり協議会の活動を支援する仕組として，事務
費や活動費など経費の一部を補助しており，このうち，
市が提案する専門的な事業に取り組む団体に対して
は補助金を上乗せ

目的
・まちづくり協議会が，市から提案する事
業を実施するにあたり補助を行う

対象団体 ・まちづくり協議会（広域の自治組織）

対象事業

①安心して暮らせる地域づくり
・農業の共同作業など集落活動サポート，
買い物支援など生活支援サービスなど
②移住定住による地域づくり
・空き家の調査，空き家の管理業務な
ど空き家解消に向けた取組
・お試し移住体験など定住サポート
③地域資源の活用
・特産品の開発など

補助額
・各事業10～20万円以内（ 事業費
全体で100万円以内）

■宇陀市いきいき地域づくり補助金の概要

●小規模多機能自治とは
・地域自主組織による課題解決型の住民自治のこと

・島根県雲南市では，高齢者などの見守りとあわせて，水
道検針事業を市から受託することで，高齢者の孤独死の
防止と同時に，委託料収入を得られるという，一石二鳥
の取組などを実践

※江田島市においても，各地域において「まちづくり協議会」の設立に取り組んでおり，その活動を支援するための補助金交
付制度を設けている。

※県内では，庄原市において，自治振興区（広域の自治組織）が行う空き家情報の収集と活用，定住希望者の受け
入れ体制の整備などに要する経費の一部を補助している。（自治振興区定住促進活動補助金）
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１．適正管理の事例 （２） 地域の民間団体等との連携



ふるさと納税の特典で｢空き家管理｣（福井県勝山市）

・ふるさと納税で寄付した人への特典の1つとして，
市内にある寄付者の空き家を管理するサービス
を実施

・市内事業者が管理を請け負い，寄付額に応じ
て1～2回，不法投棄物がないか，外壁のひび
割れなどがないか，庭木や雑草の状態，ポスト
の状況などを確認

・見回りの結果は，現地の写真を付けて寄付した
人に郵送で報告
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１．適正管理の事例 （２） 地域の民間団体等との連携



空き家の片付け支援（島根県雲南市）

・空き家バンクに登録した物件について，ごみの処理や不用
品の回収などに要する費用の一部を補助

・地域自主組織，自治会，NPO法人などが空き家を賃借し，
その空き家の利用を希望する者を住まわせようとする場合も
補助の対象になる

・空き家の片付けに加え，改修を行いたい場合は，改修事
業の支援制度も利用できる。（U・Iターン者の入居などが条
件で，50万円（入居者が子育て世帯の場合100万円）
を上限に改修費用の２分の１を支給）

対象者
・空き家物件の所有者
・地域自主組織，自治会，ＮＰＯ法人等の団体

補助対象
経費

・住宅として居住に必要な部分の片付けに要する経費

補助要件
・空き家バンクに登録又は宅地建物取引業者と仲介
契約を締結すること(３年以上)

助成金額 ・対象経費の２分の１（最大５万円）

■雲南市空き家片づけ事業の概要
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２．活用の事例 （１） 空き家バンク制度の充実

※江田島市では，空き家バンク登録のインセンティブとして清掃費の補助制度（上限２万円）を設けている。



家財道具等の処分に対する助成（呉市）

・空き家バンクに登録又は宅地建物取引業者と仲介契約を締結した物件
について，家財道具等を運搬・処分する費用の一部を補助

対象者
・市内にある空き家に残置する家財道具等を運搬・処分する空き
家の所有者等

補助対象
経費

・ごみ処理手数料
・自らが運搬する場合は，トラックなどの賃貸料等
・呉市一般廃棄物処理業者によるごみの運搬・処分費用
・エアコン・テレビ・冷蔵庫等のリサイクル料金 など

補助要件
・空き家バンクに登録又は宅地建物取引業者と仲介契約を締結
すること(３年以上)

助成金額 ・対象経費（最大10万円）

■呉市空き家家財道具等処分支援事業の概要
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２．活用の事例 （１） 空き家バンク制度の充実

※江田島市では，空き家バンク登録のインセンティブとして清掃費の補助制度（上限２万円）を設けている。



２．活用の事例 （１） 空き家バンク制度の充実

10

空き家活用に対する奨励金の交付（大分県竹田市）

・空き家の有効利用の観点から，空き家バンク
に登録して空き家を売却，賃貸化する場合，
成約時に奨励金を交付 対象者

・竹田市空き家バンクに登録している空き家の
所有者等

補助要件
・登録者と移住者との間で空き家について売買
契約又は賃貸借契約を行っていること など

奨励金額 ・10万円

■竹田市空き家活用奨励金交付要綱事業の概要

NPO法人との連携（尾道市）

・尾道市では，空き家バンクの運営をNPO 法人「尾道空き家再生プロジェクト」に委託しており，NPOと
連携した空き家の活用を促進
・空き家の放置理由のひとつに傾斜地で家財道具の運び
出しが困難であることがあげられるため，NPOでは家財
道具をリユースする「現地で空き家再生蚤の市」を開催

●現地で空き家再生蚤の市
・荷物が残っている空き家（再生可能な物件）において，
投げ銭方式で好きなものを持ち帰ることにより，運び出しの
労苦を軽減させ，家だけでなく中身もリユースしていく取組

※上記のほか，NPO 法人尾道空き家再生プロジェクトでは，空き家を活用した様々な地域活性化の取組を実施している。
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空き家診断に対する助成（岡山市）

・空き家の活用の促進を図るため，耐震性や劣化性を診断する経費への補助を行う「空家等適正管理
支援事業（空き家診断）」を実施

対象者 ・空き家の所有権者

補助対象
空き家

【耐震診断等】
① 市内にある一戸建て木造住宅
② 昭和56 年5 月31 日以前に着工されたものであること
③ 構造が，丸太組工法及び平成10年改正前の建築基準
法第38条の規定に基づく認定工法以外の木造

4.地上階数が2以下のものであること
5.概ね1年以上空き家となっているもの
【劣化診断】
同上（①の住宅には,付属する門,塀及び擁壁等を含む）

助成金額

【耐震診断等】
・一般診断（200㎡以下）に要する経費（定額6万円）
・一般診断（200㎡超）に要する経費（定額6万8千円）
・精密診断で行う場合は，経費の2/3（最大8万4千円）
【劣化診断】
・劣化診断に要する経費（定額6万円）

■岡山市空家等適正管理支援事業（空き家診断）の概要

※上記のほか「空家等適正管理支援事業（リフォーム）」において，耐震改修等に要する経費を補助（上限50万円）
※江田島市では木造住宅の無料耐震診断，木造住宅耐震改修補助（上限60万円）を実施しているが，賃貸用住宅
は対象外となっている。
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定期賃貸借田舎暮らし標準契約書の作成（和歌山県）

・空き家への定期借家制度の適用を推進する
ため，田舎暮らしに対応する項目を付加した
県独自の定期賃貸借標準契約書を作成し，
トラブルを防止，入居後のサポートを実施

・宅地建物取引業の資格を有する「田舎暮ら
し住宅協力員」が，市町村等の依頼を受け，
契約面での支援を実施

定期借家契約 普通借家契約

契約方法
・書面による契約に限る
など

・書面でも口頭でもよい

更新の有無
・期間満了により終了し，
更新されない

・正当事由がない限り更新
される

期間を１年
未満とする
契約の効力

・１年未満の契約も可能
・期間の定めのない賃貸借
契約とみなされる

■定期借家契約と普通借家契約の比較

DIY型空き家リノベーション事業（各務原市）

・「借主負担DIY型賃貸借契約」によって空き家活用
を促進するため,市・民間企業・大学・金融機関が
四位一体となって,貸し主・借り主の集客とマッチング，
資金融資,デザイン提案,契約締結などを支援
・民間企業は，空き家ツアーやDIYワークショップなど
を開催

●借主負担ＤＩＹ型とは
・貸主が修繕義務を負わない代わりに安く貸し出し，借主が
自費で修繕を行い，退去時は現状回復義務がない契約
のこと（DIY = do it your self （日曜大工））
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（一社）移住・住みかえ支援機構との連携（京都市）

・移住・住みかえ支援機構（JTI）が実施している「マイホーム借上げ制度」及び「おまかせ借上げ制度」と
連携して，空き家の活用・流通をさらに促進するため，市内の不動産事業者がJTI協賛事業者に登録
するための登録料を補助

対象者 ・市内の不動産事業者

補助要件

・ 市内に営業所のある宅地建物取引業者
・ ＪＴＩハウジングライフプランナーの認定を受
けた協賛事業者
・ ＪＴＩ協賛事業者を２年以上継続すること
を本市に誓約した事業者

奨励金額
・ＪＴＩ協賛事業者に登録するための登録料
（最大12万円）

■京都市マイホーム借上げ制度及びおまかせ借上げ制度
活用促進補助金の概要

●マイホーム借上げ制度とは
・シニア層と子育て層の住み替えを支援するため，所
有者が50歳以上の空き家（耐震性あり）をJTIが
借り上げ，賃貸住宅として転貸する制度

●おまかせ借上げ制度とは
・JTIが所有者に代わって耐震改修工事を行った上で，
原則10年間にわたって空き家を借り上げ，賃貸住
宅として転貸する制度
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マイホーム借上げ制度（（一社）移住・住みかえ支援機構）

・シニア層と子育て層の住み替えを支援するため，シニア層（50歳以上）の持ち家が，子どもとの同居や，
老人ホームへの転居などで空いた場合，それを子育て層などに３年の定期借家で貸す仕組
・JTIがシニア層の持ち家を借上げ，第三者に転貸することで，転貸収入から借上げ賃料を支払う。入居
がない場合でも一定の家賃保証が行われる。
・耐震性が確保されている住宅などが対象（新耐震基準以前の空き家は耐震診断を受けることが必要，
耐震基準を満たしていない場合は，耐震補強工事が必要）
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おまかせ借上げ制度（（一社）移住・住みかえ支援機構）

・空き家対策の一環として，使わなくなった戸建住宅を，JTIが10年以上の定期借家契約（ DIY長期
リース）で借上げ，所有者に代わり必要な工事を行った上で入居者に転貸し，安定した賃料を保証す
る新しい賃貸住宅の仕組
・これまで耐震性の問題や資金的な制約から「マイホーム借上げ制度」の利用を断念していた所有者でも，
できるだけお金をかけずに空き家を賃貸活用できるようになる。



空き家の適正管理条例の制定（京都市）

・「京都市空き家等の活用，適正管理等に関する条例」では，空き家に起因して，人の生命や財産に
危険が差し迫っている場合など，緊急時の対応として市が必要最小限の措置を行えるよう，その根拠と
なる即時執行を「軽微な措置」及び「緊急安全措置」として規定
・緊急安全措置では，崩落する可能性のある屋根，外壁を養生シートで覆う，倒壊の危険のある建物
の敷地内に侵入防止のためのロープを設置するなどを想定

緊急安全措置 軽微な措置

第１９条 市長は，特定空き家等の管理不全状態に
起因して，人の生命，身体又は財産に危害が及ぶこと
を避けるため緊急の必要があると認めるときは，当該特
定空き家等の所有者等の負担において，これを避ける
ために必要最小限の措置を自ら行い，又はその命じた
者若しくは委任した者に行わせることができる。
２市長は，前項の措置を講じたときは，当該特定空き
家等の所在地及び当該措置の内容を当該特定空き家
等に通知（所有者等又はその連絡先を確知することが
できない場合にあっては，公告）をしなければならない
３（略）

第２０条 前条（第２項を除く。）の規定は，市長
が特定空き家等について，開放されている窓の閉鎖，
草刈りその他の別に定める軽微な措置を採ることにより
地域における防災上又は生活環境若しくは景観の保
全上の支障を除去し，又は軽減することができると認
めるときについて準用する。

■京都市空き家等の活用，適正管理等に関する条例
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３．除却の事例 （１） 緊急安全措置等の対応

※特定空家等になるおそれのある空き家への助言・指導を条例に規定している事例もある（飯田市，前橋市など）


